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1. 働き方改革及び行政改革の推進体制の統合
並びに

推進協議会の名称変更について
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趣旨

 行政管理課が推進している「行政改革」及び

「働き方改革」は関連の強い取組であることか

ら、より効果的に進めるために、また、事務事

業の見直しの一環として業務の効率化をする

ために、両推進体制を統合することとする。

 併せて、議題の整理や業務プロセスの見直

しを実施し、会議・議論の充実化を図る。
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■統合後組織図

統合案

働き方改革・行政改革推進本部幹事会

1. 目的（５条）
• 推進本部の円滑な運営を図る

2. 所掌事項
• 推進本部の所掌事項の調整
• 働き方改革の取組方針・行政改革の基本方針に係る調整等
• 第三セクターの運営等に関する調整
• 指定管理者制度の運用にかかる調整
• 働き方改革・行政改革にかかる重点的な課題の推進

3. 組織
• 主宰者：総務局副局長、構成員：副局長等

働き方改革・行政改革推進本部
1. 目的（２条）
• 職員の働き方を改革することにより、職員一人ひとりのパフォーマンス

を高め、ワーク・ライフ・バランスの実現と県民サービスの向上を目指
す

• 行政改革を推進することにより、「新かながわグランドデザイン」を着
実に推進し、質の高い県民サービスを提供する

2. 所掌事項（第３条）
• 働き方改革の取組方針・行政改革の基本方針等
• 時間外勤務の縮減等
• 職員の労働環境
• 職員の未病改善
• 第三セクターの設立等
• 指定管理者制度の運用方針等
• 行政改革・働き方改革にかかる重要事項等

3. 組織（第４条）
• 本部長：知事、副本部長：副知事、本部員：局長等

働き方改革・行政改革推進協議会

1. 目的（第８条）
取り組むべき改革課題及び改善方策等につ
いて、県民及び学識経験のある者の意見を
反映させる

2. 構成
７名 （うち公募委員１名）

3. 開催数
年２回開催

ワーキンググループ（６条）

1. 目的
特定課題に対応するため、必要に応じて幹事会にワー
キンググループを置く

• 局における推進体制（７条）
• 事務局（９条）

第三セクター等改革推進会議

1. 目的（第８条）
取り組むべき改革課題及び改善方策等につい
て、県民及び学識経験のある者の意見を反映
させる

2. 構成
４名 （うち公募委員０名）

3. 開催数
年３回開催
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項目 現行（令和６年４月１日～） 従来

会議名称 働き方・行政改革推進協議会 行政改革推進協議会

目的 働き方改革及び行政改革の推進 行政改革の推進

■推進協議会変更点

 働き方改革
職員の働き方を改革することにより、職員一人ひとりのパフォーマンスを高め、ワーク・
ライフ・バランスの実現と県民サービスの向上を目指す

 行政改革
「新かながわグランドデザイン」を着実に推進し、質の高い県民サービスを提供する

■関連規程

 神奈川県働き方・行政改革推進本部の設置及び運営に関する要綱

 神奈川県働き方・行政改革推進協議会設置要綱

 神奈川県行政改革推進協議会傍聴要領
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２. 第３期 行政改革大綱について
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• 社会全体の働き手が減少していく中にあっても、引き続き質の高い県民サービスを提供し
ていくため、今期大綱を策定

「質的向上」の改
革への転換

第２期大綱の
振り返り

社会環境の変化

• 2015（平成27）年から、人員や歳出の削減など「量的削減」中

心の改革から、県の各施策・事業を着実に推進していくため

の「質的向上」の改革に転換している。

• 業務改善に関する職員の意識向上や、定型作業を自動化す

るソフトウェアを活用した業務の効率化などに取り組んだ。

• コロナ禍等への対応のため、年度の途中でも、組織再編や柔

軟な職員の配置換えを行うなど、弾力的な組織運営にも取り

組んだ。

• 県政を取り巻く社会環境は、人口減少・少子高齢社会の進行、

個人の価値観や働き方の多様化、デジタル技術の飛躍的な

進展など、大きな変革期を迎えている。

■策定の趣旨
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• 県政を取り巻く社会環境の変化に対応する

持続可能な組織運営を実現する。

• 職員は県民目線に立ち、質の高い県民

サービスを提供していく。

• そのために、デジタル技術や民間活力の活

用などにより、徹底して事務事業を見直す。

■基本的な考え方
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５つの取組分野と６つの個別計画（アクションプラン）

働き方改革・・・・・・働き方改革取組方針
組織・人事改革・・・組織・人事改革戦略

・・・神奈川県職員健康経営計画（県庁ＣＨＯ計画）

デジタル改革・・・・神奈川ＤＸ計画
財政改革・・・・・・・・神奈川県公共施設等総合管理計画
情報発信改革・・・・神奈川県広報戦略

• アクションプラン
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■取組分野ごとの取組

• （１） 働き方改革

働き手が減少していく中で、「働きやすさ」「働きがい」を実感できる職場環境を目指し

て、職員全員参加で働き方改革に取り組みます。

（主な取組）

• 長時間労働の是正（事務事業の見直し、職員の勤務時間の

適切な管理など）

• 職場環境の改善（テレワークや時差出勤の推進、オフィス環

境の改善、会議室の確保、作業用被服の改善など）

• 職員意識の向上（各局取組方針の策定、議論の場の実施）

• 働きがいのある職場づくり（コミュニケーションの充実など）
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（参考）働き方改革取組方針

数値目標

項目 目標 R5実績

長時間労働
の是正

時間外勤務月80時間超の職員 ゼロ 55人
※R6年１月時点

職場環境
の改善

テレワークを希望どおり実施できている職員
50％以上

42％

全ての所属でのオフィス環境の整備 ー

職員の
意識の向上

県庁全体で業務改善が進んでいると感じる
職員
70％以上

53.2％
（幹部 67.4%）
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• （２） 組織・人事改革

民間企業も含めた人材獲得競争が激化する中で、より一層、複雑・多様化する行政

課題に的確に対応していくため、職員採用、人材育成、職場環境の整備、組織・執行

体制の構築など、一体的に取組を推進します。

（主な取組）

• 採用（情報発信の強化、採用試験の見直し、入庁支援など）

• 人材育成（ＯＪＴや研修の充実、人事評価結果のフィードバック、キャリア
開発や専門性の向上を意識した人事異動など）

• 職場環境の整備（長時間労働の是正、テレワーク等柔軟な働き方の推

進）

• 組織・執行体制の構築（適正な人員配置、オール県庁で支え合う仕組み）

• 健康経営の実践（職員の高齢化等へ対応した健康診断の充実、メンタル

ヘルス対策）
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■ 成果目標

□ アウトカム指標（KGI:重要目標達成指標）

□ アウトプット指標（KPI:重要業績達成指標）

把握する指標
現状

（令和５年度）
目標

（令和９年度）

キャリア形成の実感度 ５１．３％ ６７％

把握する指標
現状

（令和５年度）
目標

（令和９年度）

組織目標と業務との関連性・意義の
実感度

５３．４％ ６７％

選択研修で得たスキルの業務への
活用度

８７．３％ １００％

（参考）組織・人事改革戦略

14



（参考）神奈川県職員健康経営計画（県庁CHO計画）

■ 数値目標

□ 重要成果達成指標（ＫＧＩ）

・ 健診総合判定Ｄの割合（令和９年度に20％以下）

・ ストレスチェック集団分析結果「総合健康リスク」(計画期間中90以下）

□ 重要遂行評価指標（ＫＰＩ）

・ 特定保健指導の実施率（令和９年度に55％）

・ ストレスチェック受検率（計画期間中 90％以上）
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• （３） デジタル改革

デジタル技術を活用し、県民の利便性を向上させる「くらしのデジタル化」と県庁の生

産性を高める「行政のデジタル化」を実現させる具体的な取組を推進します。

（主な取組）

• 行政手続のオンライン化の推進

• 情報システムの標準化・共通化への対応
• ＡⅠを活用したサービス、ＲＰＡなど新しいデジタル技術の導入
• ＥＢＰＭを進めるためのデータ利活用の推進
• デジタル行政の実現に向けたデジタル人材育成の推進
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• （４） 財政改革

本県財政は、少子高齢化などにより介護・医療・児童関係費が増加するとともに、老
朽化した公共施設の維持修繕コストにも多額の費用が見込まれます。

こうした中、新たな政策課題にも着実に対応していくため、中長期的な視点から、持続
可能な財政運営に取り組みます。

（主な取組）

• 税収基盤の強化

• 地方税財政制度の抜本的改革に向けた国への働きかけ
• 県債の適切な管理
• さらなる歳入の確保

• 公共施設の計画的な管理
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• （５） 情報発信改革

必要なときに、必要な情報が手に入る、県民にとって安心感・満足感がある広報、県
の重点政策や魅力を、県民目線で分かりやすく伝える広報を推進します。

（主な取組）

• 必要な情報が必要な人に届く当事者目線の広報

• アーンドメディア等の積極的な活用

• インナーブランディングの手法による広報マインドの醸成
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（参考）神奈川県広報戦略
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修正箇所 修正内容 委員意見

第３期 行政改革大綱
６ページ

ウ すべての職員が能力を最大限発揮
できる職場環境の整備

女性職員の活躍推進
と追記

女性職員の活躍推進は組織・人事改
革の柱になる話ではないか。

第３期 組織・人事改革戦略
19ページ
３ すべての職員が能力を最大限発揮
できる職場環境の整備

管理職に占める女性職員の割合は、
別計画（次世代育成支援･女性活躍推
進に関する職員行動計画）において目
標を設定しているため、組織・人事改革
戦略では「３（２）①女性職員の活躍推
進」に参考で当該計画の数値目標を追
記

管理職に占める女性職員の割合もKPI
として掲げるべきではないか。

第３期 組織・人事改革戦略
19～20ページ
３ すべての職員が能力を最大限発揮
できる職場環境の整備

「３（２）③ベテラン職員の活躍推進」
を取組項目に追記

「多様な人材の活躍推進」に関する取
組で、シニアの記載はないのか。シニ
アも立場や役割が変わっていく中で、
満足して活躍できることが「多様な人材
の活躍」に繋がる。

第３期 神奈川県職員健康経営計画＜
県庁ＣＨＯ計画＞
13ページ
KGI①「健診総合判定Ｄの割合」の上２
行

「「A及びB」判定の割合にも着目し、取
組効果を検証します。」
と追記

KGIを健康診断「D」（要治療）判定を設

定するのは、未病改善の考えと整合性
が取れないのでは。前回同様、健康総
合判定「A及びB」の割合をKPIとして設
定すべきではないか。

■ご意見を反映した主な箇所
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行政改革の取組状況ホームページ（ビジュアル版）
URL https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f417669/index.html
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３. 今後の働き方改革・行政改革の
取組について
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社会環境の変化 行政課題 対応する取組

人口減少・少子高齢社
会の進行、生産年齢人
口の減少

働き手が減少する中で増
加する県民サービスを引
き続き提供

選ばれる県庁組織づくり、
事務事業の見直し

個人の価値観や働き
方の多様化

人材の流動化、公務現場
の働きがい

働きやすさと働きがいの
両立

デジタル技術の飛躍的
な進展

行政手続きのデジタル化、
AIやRPAによる生産性の

向上

くらしと行政のデジタル化

各
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
お
い
て
具
体

的
な
取
組
を
定
め
、
実
行
し
て
い
く
。

• 社会環境の変化と対応する取組

３．今後の働き方改革・行政改革の取組について
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３．今後の働き方改革・行政改革の取組について

 対応する取組に対し、それぞれの取組につ

いてご助言いただきたい。

※ 以降のスライドでは、各取組の右側に、アクションプランごとのマークを示しています。

働 働き方改革取組方針 組織・人事改革戦略

神奈川県職員健康経営計画
(職員ＣＨＯ計画)

神奈川ＤＸ計画ＤＸＣＨＯ

人
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選ばれる県庁組織づくり

（主な取組）

• 柔軟で多様な働き方の推進（テレワーク、時差出勤、フレックスタイ

ム制等）し、ワーク・ライフ・バランスの実現

• 執務室内の事務机やいす、書棚などの設備をデジタル化やテレ
ワーク等に適合した仕様に改めるオフィス改革の実施

• 服装の見直し（軽装の通年化、作業用被服の改善）

• 情報発信の強化（インターンの拡大、採用ＨＰの抜本見直し、民間
合同就職説明会への参加、ＳＮＳを活用した広報等）

• 採用試験の見直し（民間企業における採用手法の導入等）

• 職員の健康の保持増進の充実（健康診断項目の追加、メンタルヘ
ルス対策）

働 人

働

働

人

人

ＣＨＯ
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事務事業の見直し

（主な取組）

①業務内容の見直し

• 県が果たすべき役割を改めて検証

• 事業の全部又は一部の民間活力の活用（住民からの相談窓口業

務や補助金の審査業務等）

• 計画の統廃合

• 国等への制度改正等の提案や要望

②業務プロセスの見直し

• 内部調整の簡素化、省力化（形式的な打合せ・会議の廃止等）

• デジタル技術の活用（反復・継続する作業のＲＰＡ化等）

ＤＸ働

働
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働きやすさと働きがいの両立

（主な取組）

【働きやすさ】

• すべての職員が能力を発揮できる職場環境の整備（テレワーク等

の柔軟な働き方の推進、女性職員の活躍推進、育児休業中の職員

に対する支援等）

• 執務室内の事務机やいす、書棚などの設備をデジタル化やテレ

ワーク等に適合した仕様に改めるオフィス改革の実施

• 服装の見直し（軽装の通年化、作業用被服の改善）

• 未病改善の取組推進（ストレスチェックの実施、相談しやすい雰囲

気づくり、メンタルヘルス不調の早期発見・早期対応等）

働

働

働

人

ＣＨＯ
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働きやすさと働きがいの両立

（主な取組）

【働きがい】

• 朝夕ミーティング等で職員間のコミュニケーションの活性化を図り、

笑いあふれる職場づくり

• 各職員が担当する事務と県政とのつながりを実感できるよう、チー

ムでの業務遂行の推進

• 職場でのＯＪＴや職員研修の充実

• 人事評価結果のフィードバック等を活用した人材育成

• キャリア開発や専門性の向上を意識した人事異動

人働

人働

人働

人働

人働
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くらしと行政のデジタル化

（主な取組）

• 行政手続の効率化と県民の利便性向上を実現するため、行政手

続きの電子化（インターネット等での申請や届出、行政手続のオン

ライン化、公金収納のキャッシュレス化等）

• ＩＣＴ基盤の整備（ＡＩやＲＰＡ等の新しいデジタル技術の利活用、ＥＢ

ＰＭ（証拠に基づく政策立案）を進めるためのデータ利活用等）

• デジタル行政の実現に向け、デジタルの知見を持ち、現場の実務

に即してデジタル技術の導入の判断や助言を行うことのできるデジ

タル人材の育成

ＤＸ

ＤＸ

ＤＸ
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